
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コンビニの適格請求書登録番号は店舗ごとに違う可能性大 

Tasaka tax accountant office 

いつもお世話になっております。 
梅のつぼみがほころぶ季節となり、春の訪れが待ち遠しく感じます。 
寒い日がまだ続きますのでお身体ご自愛くださいませ。 
それでは、今月の事務所だよりをお届けします。 
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◆適格請求書保存方式開始まで 1年を切った 

 令和 5 年 10 月 1 日から消費税の仕入税額控
除の方式が適格請求書保存方式（いわゆるイン

ボイス方式）となります。 
 インボイスとは、「売手が、買手に対し正確な

適用税率や消費税額等を伝えるための手段」で

あり、一定の事項が記載された請求書や納品書

その他これらに類するものをいいます。インボ

イスを交付できるのは、インボイス発行事業者

に限られます。インボイス発行事業者となるた

めには、登録申請手続を行い、登録を受ける必

要があります。登録を受けた事業者には国税庁

から登録番号が通知されます。仕入れる側は、

国税庁の「適格請求書発行事業者公表サイト」

で請求書等に記載されている登録番号が正しい

ものであるかどうかの確認ができます。 
 
◆フランチャイズの店舗は事業者が別の者？ 
 コンビニエンスストアなどフランチャイズ方

式で展開されている事業は、店舗の事業主はコ

ンビニ本部の会社ではなく、加盟店オーナーの

個人事業もしくは法人となります。そのため、

適格請求書発行事業者の登録番号も、コンビニ

本部の番号ではなく、その店舗の事業主の登録

番号となります。フランチャイズ本部の直営店

もありますので、その場合は本部の会社名とな

ります。 

仕入税額控除の要件となる帳簿の記載事項

には、「課税仕入れの相手方の氏名又は名称」が

あります。フランチャイズの場合、コンビニチ

ェーン名だけではなく、店舗名までの記載が必

要だということになります。 
 
◆相手方登録番号の帳簿記載は不要です 
 仕入税額控除に際しての記帳要件は、令和 5
年 10月 1日以降も現在の区分記載請求書等保
存方式と同様であり相手方登録番号の記載は

不要とされています。よって、経理入力時に登

録番号入力の懸念は不要です。 
 とはいえ、国税庁の適格請求書発行事業者公

表サイトとの登録番号の検証機能を備えた会

計ソフトを使っている場合、正しい名称で登録

すると実在性の確認もできるので、自社の会計

ソフト次第では、入力した方が便利な場合があ

るかもしれません。 
 出張経費の精算でコンビニ利用の実額を旅

費としている場合、現在でも、食料品は軽減税

率の 8％、その他は 10％、レジ袋も標準税率の
10％と、確認と記帳に他のレシートの 3倍くら
い時間が掛かります。 
 買い物には便利なコンビニですが、消費税の

面から見ると、少し面倒な存在です。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆月 60 時間超の時間外労働の割増率 5割に 

 令和 5 年 4月 1日より 1 か月 60時間を超える
時間外労働に対する割増賃金率を「5割以上の率」
とする規定が中小企業にも適用になります。もと

もと時間外労働の割増率は 2割 5分以上 5割以下
で計算をする、となっています。 
 2010 年 4 月から労基法の改正により 1 か月 60
時間を超える時間外労働は 5 割以上の割増率で支
払うことが決められました。ただし、この改正は中

小企業には適用猶予されていて、施行から 13年を
経て中小企業にも適用される時期となりました。 
 
◆代替休暇の制度もあり 
 中小企業でも 1か月 60時間を超える時間外労働
に対する割増賃金率 5 割以上が適用されることに
なるに伴い「代替休暇」の適用も認められます。「代

替休暇」とは 1か月間に 60時間を超えて時間外労
働を行なった場合、労使協定において法定の割増

率の引き上げ分の割増賃金の支払いに代えて有給

休暇を与えることができるというものです。 
協定内容で協定すべき事項は、1か月 60時間を
超えて労働させた時間に対して何時間の代替休暇

を与えるかの計算方法や休暇の単位(1 日または半
日等）があり、実際に代替休暇を取得するか否かは

労働者の意思によります。実施するときは就業規

則に「代替休暇制度」を規定しておかなければなり

ません。1か月 60時間を超える残業のある企業は
その精算方法についてどのように進めるか労使で

協議し、話し合う必要があります。 

 ほかにも残業時間が長時間になっている企業

は、勤怠システム等で労働時間の現状把握をして

長時間労働の是正に努めることが必要です。 

 2022 年 4 月から未払い残業代請求の時効が 2年

を超えて蓄積する期間に入っています。2023 年 4

月からは 3年分の訴求請求が可能になります。残

業が多い企業は業務の見直し等対策を行いましょ

う。 

 

 

～人生の役に立たない雑学 vol.118～ 

 
 

令和 5年 4月から残業時間の割増率が変わる 
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「鳥肌が立つ」の語源の

とりは、英語圏では 

「ガチョウ」のこと 


